
整理番号１

完 了 後 の 評 価 個 表 

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成 29 年度～令和３年度（５年間）

事業実施地区名
（都道府県名）

（るもい） 
留萌森林計画区

（北海道） 
事業実施主体

北海道森林管理局 

留
る

萌
もい

北
ほく

部
ぶ

森林管理署

完了後経過年数 ４年 管理主体 留萌北部森林管理署 

事業の概要・目的  本事業は、北海道の北西部に位置し、留萌振興局管内の３町１村に所在する約

９万７千 ha の国有林野を対象としている。 

本計画区のうち当署管内は、天
て

塩
しお

山系の最高峰であるピッシリ山や、日本最大

の人造湖である朱鞠内
しゅまりない

湖などの優れた景観を有することから、朱鞠内道立自然公

園に指定され、保健休養の場として多くの利用者が訪れる観光資源としての特性

を持っている。基幹産業としては、内陸部においては広大な草地基盤を生かした

酪農が展開され、沿岸部ではサケの定置網漁業やホタテの養殖が、河川や湖沼部

においてはシジミ漁が盛んである。 

森林の現況はトドマツ（90％）を主な樹種とした人工林面積が約１万２千 ha、

天然林面積が約７万７千 ha であり、森林蓄積は全道の平均蓄積 140 ㎥/ha に対

して 130 ㎥/ha となっている。国有林の総面積のうち約 91％が水源涵
かん

養や土砂流

出防備を主な目的とした保安林に指定され、地域の資源保全や基幹産業の振興等

に重要な役割を果たしている。 

また、「初山別
しょさんべつ

地域森林整備に関する協定」に基づき設定した森林共同施業団

地において、民有林と国有林が連携した森林整備が行われているほか、日本海に

面した海岸林は貴重な森林生態系を有するとともに、冬季の暴風雪をはじめとす

る風衝被害を抑制する役割も担っている。本事業の対象となる国有林は、人工林

の齢級構成を見ると約 86％が７～12 齢級で、主伐期とされる 10 齢級以上の割合

は約 52％を占めており、森林資源の本格的な利用期を迎えている。このような

状況から、針広混交林や複層林へ計画的に誘導しつつ木材を安定的に供給するほ

か、間伐の適切な実施や主伐後の確実な更新を図るなど、森林整備の必要性が一

層増している。 

このため、本事業は、森林の有する公益的機能の持続的な発揮を通じて地域の

期待に応えるとともに、国産材の安定供給体制の構築や生物多様性の保全等の促

進及び二酸化炭素の固定による地球温暖化防止にも寄与するため、森林整備を積

極的に行いつつ、森林整備の効率的な実施に必要な路網整備を実施したものであ



・主な事業内容 森林整備 更新面積    26 ha 

保育面積  2,586 ha 

路網整備 開設延長    7.6 km 

改良延長    1.3 km 

・総事業費          1,270,055 千円（税抜き  1,162,163 千円） 

①  費用便益分析の

算定基礎となった

要因の変化 

令和８年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

 総便益（Ｂ）12,519,678 千円 

 総費用（Ｃ） 2,739,277 千円 

 分析結果（Ｂ／Ｃ）  4.57

②  事業効果の発現

状況 

・更新、保育によって適正に森林が整備され、水源涵養や山地保全、二酸化炭素

の固定等、森林の有する公益的機能の維持増進が図られた。 

・林道等の路網整備によって車両の通行可能範囲が広くなり、森林整備事業地ま

での所要時間や木材の搬出距離が短縮されることで木材生産の経費縮減が図ら

れた。 

・計画的な事業の発注を通じて雇用の場を提供することにより、地域の社会経済

に貢献した。 

③  事業により整備

された施設の管理

状況 

・整備された森林は、継続して適切に管理しており、良好な状態である。 

・整備された林道は、適切に維持・管理しており、良好な状態である。 

④  事業実施による

環境の変化 

・水源涵養機能をはじめとする公益的機能が十分に発揮できる森林が形成され、

河川等への土砂流出抑制によって良好な水環境が維持されている。 

・周囲の森林と調和した施業は自然景観を保持し、保健機能等を充実させてい

る。 

⑤  社会経済情勢の

変化 

北海道では人工林が利用期を迎え、伐採などの素材生産事業の事業量は増加し

ているが、令和５年度の林業従事者（個人事業主・一人親方を含む。）は 4,180

人で、平成 29 年度は 4,253 人、令和元年度は 4,269 人、令和３年度は 4,208 人

とおおむね横ばいで推移している。 

令和５年度における林業従事者のうち、67％を占める 2,820 人が通年雇用者で

あり、平成 29 年度時の 2,364 人と比べると増加している。また、林業従事者全

体の平均年齢は、平成 29 年度から令和５年度の間およそ 50 歳でおおむね横ばい

で推移しているが、60 歳以上の割合は全体の 30％を超え、後継者の確保が必要

となっている。従事者の年齢構成は本地域でも同様の傾向にあり、作業の機械化

による安全性や労働条件の向上が若年層の就業定着の課題となっている。 

また、北海道内では、木質バイオマスの需要拡大や道産建材の利用拡大の取組

が展開されている中、国有林においても、森林・林業・木材産業の発展や振興に

寄与するため、自然条件や作業システム等に応じた路網整備を推進することが重

要である。同時に、本計画区においては、良質な漁場保全や風衝被害防止の観点



からも国有林が水源涵養林・防災林として果たすべき役割が大きく、水源の涵養、

国土の保全といった森林の有する公益的機能が発揮されるよう、森林整備を進め

ることが求められている。

⑥  今後の課題等 森林資源の適正な管理・循環利用を図りながら森林の有する多面的機能を持続

的に発揮させるため、地域管理経営計画及び国有林野施業実施計画に基づき着実

に森林整備、路網整備を実施する必要がある。 

特に、本地域を含む留萌振興局管内は、林業従事者が道内他地域に比べて少な

い状況にある。このため、事業の実施に当たって、今後の施業を想定した効果的

な路網配置に加え、コンテナ苗の活用、伐採と造林の一貫作業及び下刈りの機械

化等により、現場作業の効率化を図るとともに、森林整備の省力化及び低コスト

化に資する取組を推進することが必要となる。 

また、森林による二酸化炭素の吸収に対する期待に応え、また、北海道産材の

需要に応じた木材の安定供給体制を構築するなど、北海道の林業・木材産業及び

地域振興に貢献する取組が求められる。 

なお、これらの取組は、関連する地域の自治体や林業事業体と現地検討会等を

通じて技術の共有を図り、普及に向けて連携することが重要である。 

地元の意見： 

（北海道） 

 森林整備事業及び路網整備事業の実施により、森林の有する多面的機能の維持

増進が図られたと認識している。今後とも道や関係市町村等と情報の共有を図り

ながら、森林整備を推進していただきたい。 

（天塩町） 

 当町における森林環境保全整備事業の実施により、森林が本来有する多面的機

能を発揮するための基盤整備が促進されたと評価する。また、本事業の計画的な

推進は、雇用の場を創出し担い手問題に対する効果を有すると考えられるため引

き続き事業の継続を期待したい。 

 最後に、今後も多様化する自然環境に対応できる健全な森林維持を可能とする

ため、森林整備に欠かすことのできない路網整備の充実と強化、間伐等の造林事

業が積極的に実施されるよう森林環境保全整備事業を要望する。 

（遠別
えんべつ

町） 

 当町では、森林の大部分を国有林が占めており、国有林の計画的な森林整備は

地域全体の森林環境の維持において重要な役割を果たしている。本事業により、

保育作業や路網整備が着実に実施されたことは、森林の多面的機能の持続的発揮

や将来の森林利用に資する取組として評価できる。 

 今後も、国有林と地域全体の森林管理との連携を意識しつつ、本事業が継続的

に実施されることを期待する。 

（羽
は

幌
ぼろ

町） 



 ※平成 28 年度の評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。 

 国有林は羽幌町の地域における水源林としての役割を担っており、間伐を主体

とした森林整備が実施されたことにより、森林の有する多面的機能が発揮される

健全な森林の形成がなされたことは評価する。今後も適切な整備と管理を実施さ

れ、町有林や民有林の模範となるような森林経営をお願いする。 

（初山別村） 

森林環境保全整備事業による評価と結果について、具体的な取組として以下の

ように記する。 

一つ目に、多面的機能の向上と保全として、土砂流出の抑制などに寄与し、森

林の有する多面的機能が促進されたと評価する。 

二つ目に、森林資源の健全化として、適切な間伐や森林整備が行われ、保水力

の高い森林土壌の維持や、成長が旺盛な森林へ誘導する効果を評価する。 

三つ目に、地域雇用の創出として、計画的な事業発注を通じて、地域の林業事

業体に雇用機会を提供し、山村地域の活性化に寄与している。 

また、平成 23 年度に国有林と民有林が連携した初山別地域森林整備共同施業

団地（明里
あけさと

地区など）を設定し、効率的な森林整備を行っている。 

今後の方向性としては、継続的な整備のために自然環境の保全を図る観点か

ら、総合的な森林整備を要望したい。そして、今後も森林環境教育に取り組み、

地域住民にとって豊かな森林が健全に育まれるような森づくりを要望する。 

森林管理局事業評価 

技術検討会の意見

本事業の実施により、水源涵養機能をはじめとする森林の有する公益的機能の

維持増進が図られており、事業の効果が発揮されていると認められる。 

評価結果 ・必要性： 本事業は、水源林としての働きや、沿岸地域の風衝被害を抑制する

防災林としての働きといった、森林の有する公益的機能の発揮に重要

な役割を果たしており、河川等への土砂流出抑制によって良好な漁場

環境を保全するなど、地域の産業振興に寄与している。また、森林共

同施業団地において、民有林と国有林が連携した森林整備を推進する

観点からも、その必要性が認められる。 

・効率性： 現況に即した路網配置や路網と高性能林業機械を適切に組み合わせ

た作業システムの定着が図られるなど、事業の効率性が認められる。

・有効性： 本事業により、森林の有する公益的機能が一層発揮され、引き続き

その効果が発現されると見込まれる。 

また、地域産業の振興や二酸化炭素の固定による地球温暖化防止に

寄与しているとともに、計画的な事業発注を通じて地域の雇用創出に

貢献していることからも、事業の有効性が認められる。 



整理番号２

完 了 後 の 評 価 個 表 

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成 29 年度～令和３年度（５年間）

事業実施地区名
（都道府県名）

（るもい） 
留萌森林計画区

（北海道） 
事業実施主体

北海道森林管理局 

留
る

萌
もい

南
なん

部
ぶ

森林管理署

完了後経過年数 ４年 管理主体 留萌南部森林管理署 

事業の概要・目的  本事業は、北海道の北西部に位置し、留萌振興局管内の１市３町に所在する約

９万３千 ha の国有林野を対象としている。 

本計画区のうち当署管内は、暑
しょ

寒
かん

別
べつ

岳を主峰とする暑寒別連山や、「北海道の

尾瀬」と呼ばれる雨
う

竜
りゅう

沼
ぬま

湿原が広がる優れた景観を有するため、暑寒別天
て

売
うり

焼
やぎ

尻
しり

国定公園に指定され、登山や保健休養の場として多くの利用者が訪れる。また、

固有種のマシケゲンゲなどの高山植物群落が豊富に形成され、貴重な生態系が保

全されている。基幹産業は、ホタテをはじめとする養殖漁業やエビ、タラ等の沖

合漁業が盛んであるほか、稲作や小麦、果樹栽培といったバラエティに富んだ農

業が営まれている。 

森林の現況はトドマツ（92％）を主な樹種とした人工林面積が約１万９千 ha、

天然林面積が約６万８千 ha であり、森林蓄積は全道平均の 140 ㎥/ha に対して

122 ㎥/ha となっている。国有林の総面積のうち約 66％が水源涵
かん

養や土砂流出防

備を主な目的とした保安林に指定され、地域の資源保全や基幹産業の振興等に重

要な役割を果たしている。 

また、地域本来の森林再生を目指す「にしんの森再生プロジェクト」では、モ

ニタリング調査の実施等を通じて、豊かな森林造成に向けた森林経営が行われて

いる。このほか、「ふれあいの森」や「遊
ゆう

々
ゆう

の森」などの協定締結による森林づ

くり活動を通じて、地域住民と森林とのふれあいの場を提供している。 

本事業の対象となる国有林は、人工林の齢級構成を見ると、約 88％が７～12

齢級で、主伐期とされる 10 齢級以上の割合は約 45％を占めており、森林資源の

本格的な利用期を迎えている。このような状況から、針広混交林や複層林へ計画

的に誘導しつつ木材を安定的に供給するほか、間伐の適切な実施や主伐後の確実

な更新を図るなど、森林整備の必要性が一層増している。 

このため、本事業は、森林の有する公益的機能の持続的な発揮を通じて地域の

期待に応えるとともに、国産材の安定供給体制の構築や生物多様性の保全等の促

進及び二酸化炭素の固定による地球温暖化防止にも寄与するため、森林整備を積

極的に行いつつ、森林整備の効率的な実施に必要な路網整備を実施したものであ

る。 



・主な事業内容 森林整備 更新面積    57 ha 

保育面積  3,696 ha 

路網整備 開設延長    4.0 km 

改良延長    0.2 km 

・総事業費          1,289,110 千円（税抜き  1,179,315 千円） 

（平成 28 年度の評価時点  1,337,600 千円（税抜き  1,238,519 千円））

①  費用便益分析の

算定基礎となった

要因の変化 

令和８年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

なお、事前評価で算出した総便益及び総費用と完了後の評価で算出した総便益

及び総費用との差異については、事業量の変動や費用便益分析に使用する単価の

変更等によるものである。 

 総便益（Ｂ）11,917,877 千円（平成 28 年度の評価時点：18,066,271 千円※）

 総費用（Ｃ） 2,867,021 千円（平成 28 年度の評価時点： 2,019,618 千円※）

 分析結果（Ｂ／Ｃ）  4.16（平成 28 年度の評価時点：8.95）

②  事業効果の発現

状況 

・更新、保育によって適正に森林が整備され、水源涵養や山地保全、二酸化炭素

の固定等、森林の有する公益的機能の維持増進が図られた。 

・林道等の路網整備によって車両の通行可能範囲が広くなり、森林整備事業地ま

での所要時間や木材の搬出距離が短縮されることで森林整備経費の経費縮減が

図られた。 

・計画的な事業の発注を通じて雇用の場を提供することにより、地域の社会経済

に貢献した。 

③  事業により整備

された施設の管理

状況 

・整備された森林は、継続して適切に管理しており、良好な状態である。 

・整備された林道は、適切に維持・管理しており、良好な状態である。 

④  事業実施による

環境の変化 

・水源涵養機能をはじめとする公益的機能が十分に発揮できる森林が形成され、

河川等への土砂流出抑制によって良好な水環境が維持されている。 

・周囲の森林と調和した施業は自然景観を保持し、保健機能等を充実させてい

る。 

⑤  社会経済情勢の

変化 

北海道では人工林が利用期を迎え、伐採などの素材生産事業の事業量は増加し

ているが、令和５年度の林業従事者（個人事業主・一人親方を含む。）は 4,180

人で、平成 29 年度は 4,253 人、令和元年度は 4,269 人、令和３年度は 4,208 人

とおおむね横ばいで推移している。 

令和５年度における林業従事者のうち、67％を占める 2,820 人が通年雇用者で

あり、平成 29 年度時の 2,364 人と比べると増加している。また、林業従事者全

体の平均年齢は、平成 29 年度から令和５年度の間およそ 50 歳でおおむね横ばい

で推移しているが、60 歳以上の割合は全体の 30％を超え、後継者の確保が必要

となっている。従事者の年齢構成は本地域でも同様の傾向にあり、作業の機械化

による安全性や労働条件の向上が若年層の就業定着の課題となっている。 



また、北海道内では、木質バイオマスの需要拡大や道産建材の利用拡大の取組

が展開されている中、国有林においても、森林・林業・木材産業の発展や振興に

寄与するため、自然条件や作業システム等に応じた路網整備を推進することが重

要である。同時に、本計画区は漁場保全や風衝被害防止の観点から国有林が水源

涵養林・防災林として果たすべき役割が大きく、水源の涵養、国土の保全といっ

た森林の有する公益的機能が発揮されるよう、森林整備を進めることが求められ

ている。

⑥  今後の課題等 森林資源の適正な管理・循環利用を図りながら森林の有する多面的機能を持続

的に発揮させるため、地域管理経営計画及び国有林野施業実施計画に基づき着実

に森林整備、路網整備を実施する必要がある。 

特に、本地域を含む留萌振興局管内は、林業従事者が道内他地域に比べて少な

い状況にある。このため、事業の実施に当たって、今後の施業を想定した効果的

な路網配置に加え、コンテナ苗の活用、伐採と造林の一貫作業及び下刈りの機械

化等により、現場作業の効率化を図るとともに、森林整備の省力化及び低コスト

化に資する取組を推進することが必要となる。 

また、森林による二酸化炭素の吸収に対する期待に応え、また、北海道産材の

需要に応じた木材の安定供給体制を構築するなど、北海道の林業・木材産業及び

地域振興に貢献する取組が求められる。 

なお、これらの取組は、関連する地域の自治体や林業事業体と現地検討会等を

通じて技術の共有を図り、普及に向けて連携することが重要である。 

地元の意見： 

（北海道） 

 森林整備事業及び路網整備事業の実施により、森林の有する多面的機能の維持

増進が図られたと認識している。 

今後とも道や関係市町村等と情報の共有を図りながら、森林整備を推進してい

ただきたい。 

（留萌市） 

 市内の森林のうち国有林の占める割合が高い本市において、間伐や下刈りを主

体とした森林環境保全整備事業の実施により、森林の有する多面的機能の維持・

増進が着実に図られたと評価する。保育作業における保育間伐やつる切り等の適

切な森林整備と、今後の搬出間伐および主伐を見据えた路網の開設および改良を

実施したことは十分に評価できる。 

 また、当市の市町村森林整備計画では、森林の有する公益的機能の維持増進を

目的とした森林整備を推進していることから、今後も国有林と民有林が連携し、

森林の有する多面的機能を総合的かつ高度に発揮させるため、適確な森林整備の

実施と、森林整備の基盤となる路網整備の実施を期待します。 

（増
まし

毛
け

町） 



 森林環境保全整備事業により、増毛町の森林の有する多面的機能の維持・促進

が図られ、土砂流出の抑制などに寄与し、基幹産業の振興に資する森林施業が実

施されたと評価する。また、森林の有する水源涵養や土砂流出防止機能の発揮は、

基幹産業である農業や漁業の振興に資する観点から重要であるため、整備事業の

継続と適切な国有林の整備を要望する。 

 国有林は増毛町の暑寒別岳周辺、水源地の上流に位置している。間伐等の森林

整備が適正に実施されることで、健全な森林が形成されたと評価できる。また、

町内における国有林の占める割合は約３割となっており、森林整備が着実に実施

されることで水源涵養機能・生活環境機能・山地災害防止機能・保健文化機能・

木材等生産機能が十分に発揮されることが見込まれるため、今後も整備事業の継

続と適切な国有林の整備を要望する。 

（小
お

平
びら

町） 

小平町の約９割を森林が占め、その森林面積の内、国有林が 61％を占める当町

において、森林整備が着実に実施されたことは評価できるものである。 

引き続き、適期に必要な森林整備と基盤となる路網整備の実施、また、森林の

有する水源涵養や土砂流出防止機能の発揮は、基幹産業である農業や漁業の振興

に資する観点から非常に重要である。本事業を着実に推進することで、計画的な

事業の発注をし、雇用の場を提供しており、担い手不足などの問題に対して効果

が見込まれるため、森林環境保全整備事業の継続と適切な国有林の整備を実施

し、町有林や民有林の模範となるような森林経営を要望する。 

（苫前
とままえ

町） 

本町は、町内森林に占める国有林の割合が高く、これらが町内水源の上流部に

位置していることから、国有林の適切な整備は地域の基盤を支える重要な取組で

ある。本事業により、森林の更新、保育作業及び路網の整備が計画的に実施され

たことは、水源涵養や土砂流出防備といった森林の有する多面的機能の維持・工

場に寄与し、健全な森林の形成が図られたものとして評価できる。これらの森林

機能は、地域の基幹産業である農業・漁業をはじめとするくらいの基盤を下支え

するとともに、二酸化炭素の吸収機能を通じ、ゼロカーボンを含む脱炭素社会の

実現に向けた取組の一端を担うものと認識している。 

今後も、森林の有する多面的機能の持続的な発揮を図るため、引き続き国有林

の計画的な整備が実施されることを要望する。 

森林管理局事業評価 

技術検討会の意見

本事業の実施により、水源涵養機能をはじめとする森林の有する公益的機能の

維持増進が図られており、事業の効果が発揮されていると認められる。 



 ※平成 28 年度の評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。 

評価結果 ・必要性： 本事業は、水源林としての働きや、沿岸地域の風衝被害を抑制する

防災林としての働きといった森林の有する公益的機能の発揮に重要

な役割を果たしており、河川等への土砂流出抑制によって良好な漁場

環境を保全するなど、地域の産業振興に寄与している観点からも、そ

の必要性が認められる。 

・効率性： 事業採択時と比較すると、事業量の変動などによりＢ／Ｃは低減し

たが、現況に即した路網配置や路網と高性能林業機械を適切に組み合

わせた作業システムの定着が図られるなど、事業の効率性が認められ

る。 

・有効性： 本事業により、森林の有する公益的機能が一層発揮され、引き続き

その効果が発現されると見込まれる。 

また、基幹産業の振興や二酸化炭素の固定による地球温暖化防止に

寄与しているとともに、計画的な事業発注を通じて地域の雇用創出に

貢献していることからも、事業の有効性が認められる。 



整理番号３

完 了 後 の 評 価 個 表 

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成 29 年度～令和３年度（５年間）

事業実施地区名
（都道府県名）

（くしろねむろ） 
釧路根室森林計画区 

（北海道） 
事業実施主体

北海道森林管理局 

根
こん

釧
せん

西
せい

部
ぶ

森林管理署 

完了後経過年数 ４年 管理主体 根釧西部森林管理署 

事業の概要・目的 本事業は、北海道の東部に位置し、釧
くし

路
ろ

総合振興局管内の１市６町１村に所在

する約 18 万２千 ha の国有林野を対象としている。 

本計画区のうち当署管内は、日本最大の湿原である釧路湿原や、屈
くっ

斜
しゃ

路
ろ

湖や阿
あ

寒
かん

湖、摩
ま

周
しゅう

湖をはじめとした湖沼群の織り成す独特の景観を有し、釧路湿原国

立公園や阿寒摩周国立公園などに指定されている。基幹産業は、根釧台地と呼ば

れる広大な波状台地を生かした酪農や、イワシやコンブを主とした沿岸漁業であ

り、乳製品や水産加工品といった食料品製造も盛んである。 

森林の現況は、トドマツ（52％）、カラマツ（25％）を主な樹種とした人工林

面積が約５万７千 ha、天然林面積が約 11 万 ha であり、森林蓄積は全道の平均

蓄積 140 ㎥/ha に対して 185 ㎥/ha となっている。国有林の総面積のうち約 95%

が水源涵
かん

養や土砂流出防備を主な目的とした保安林に指定され、地域の資源保全

や基幹産業の振興等に重要な役割を果たしている。 

また、雌
め

阿
あ

寒
かん

岳・雄
お

阿
あ

寒
かん

岳周辺の風景林は保健休養の場として活用されている

ほか、別
べ

寒
かん

辺
べ

牛
うし

川流域に位置する大規模なカラマツ造林地である「パイロットフ

ォレスト」においては、カラマツ材の利用拡大に向けた計画的な森林経営を推進

するとともに、湿生植物等の生物群集保護林として森林生態系の保全に寄与し、

森林環境教育の場としても活用されている。 

本事業の対象となる国有林は、人工林の齢級構成を見ると、約 86％が７～12

齢級で、主伐期とされる 10 齢級以上の割合は約 55％を占めており、森林資源の

本格的な利用期を迎えている。このような中で、針広混交林や複層林へ計画的に

誘導しつつ木材を安定的に供給するほか、間伐の適切な実施や主伐後の確実な更

新を図るなど、森林整備の必要性が一層増している。 

このため、本事業は、森林の有する公益的機能の持続的な発揮を通じて地域の

期待に応えるとともに、国産材の安定供給体制の構築や生物多様性の保全等の促

進及び二酸化炭素の固定による地球温暖化防止にも寄与するため、森林整備を積

極的に行いつつ、森林整備の効率的な実施に必要な路網整備を実施したものであ

る。 



・主な事業内容 森林整備 更新面積 704 ha

保育面積 10,326 ha

路網整備 開設延長 14.6 km

改良延長 0.1 km

・総事業費 4,583,046 千円（税抜き 4,195,160 千円）

（平成 28 年度の評価時点 5,282,321 千円（税抜き 4,891,038 千円））

① 費用便益分析の

算定基礎となった

要因の変化

令和８年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。

なお、事前評価で算出した総便益及び総費用と完了後の評価で算出した総便益

及び総費用との差異については、事業量の変動や、費用便益分析に使用する単価

の変更等によるものである。

総便益（Ｂ）31,610,020 千円（平成 28 年度の評価時点：46,495,047 千円※）

総費用（Ｃ） 8,073,932 千円（平成 28 年度の評価時点： 7,399,888 千円※）

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.92（平成 28 年度の評価時点：6.28）

② 事業効果の発現

状況

・更新、保育によって適正に森林が整備され、水源涵養や山地保全、二酸化炭素

の固定等、森林の有する公益的機能の維持増進が図られた。

・林道等の路網整備によって車両の通行可能範囲が広くなり、森林整備事業地ま

での所要時間や木材の搬出距離が短縮されることで木材生産の経費縮減が図ら

れた。

・計画的な事業の発注を通じて雇用の場を提供することにより、地域の社会経済

に貢献した。

③ 事業により整備

された施設の管理

状況

・整備された森林は、継続して適切に管理しており、良好な状態である。

・整備された林道は、適切に維持・管理しており、良好な状態である。

④ 事業実施による

環境の変化

・水源涵養機能をはじめとする公益的機能が十分に発揮できる森林が形成され、

河川等への土砂流出抑制によって良好な水環境が維持されている。

・周囲の森林と調和した施業は自然景観を保持し、保健機能等を充実させてい

る。

⑤ 社会経済情勢の

変化

北海道では人工林が利用期を迎え、伐採などの素材生産事業の事業量は増加し

ているが、令和５年度の林業従事者（個人事業主・一人親方を含む。）は 4,180

人で、平成 29 年度は 4,253 人、令和元年度は 4,269 人、令和３年度は 4,208 人

とおおむね横ばいで推移している。

令和５年度における林業従事者のうち、67％を占める 2,820 人が通年雇用者で

あり、平成 29 年度時の 2,364 人と比べると増加している。また、林業従事者全

体の平均年齢は、平成 29 年度から令和５年度の間およそ 50 歳でおおむね横ばい

で推移しているが、60 歳以上の割合は全体の 30％を超え、後継者の確保が必要

となっている。従事者の年齢構成は本地域でも同様の傾向にあり、作業の機械化

による安全性や労働条件の向上が若年層の就業定着の課題となっている。



また、北海道内では、木質バイオマスの需要拡大や道産建材の利用拡大の取組

が展開されている中、国有林においても、森林・林業・木材産業の発展や振興に

寄与するため、自然条件や作業システム等に応じた路網整備を推進することが重

要である。さらに、本計画区は、海
じ

霧
り

等に代表される厳しい気象条件から農地環

境や住民の生活環境を守る気象害防備機能とともに、河川上流部の森林において

は、沿岸部での漁場環境の保全に資する水源涵養機能の発揮が求められている。

⑥ 今後の課題等 森林資源の適正な管理・循環利用を図りながら森林の有する公益的機能を持続

的に発揮させるため、地域管理経営計画及び国有林野施業実施計画に基づき着実

に森林整備、路網整備を実施する必要がある。

事業の実施に当たっては、今後の施業を想定した効果的な路網配置に加え、コ

ンテナ苗の活用、伐採と造林の一貫作業及び下刈りの機械化により、森林整備の

省力化及び低コスト化に資する取組を推進することが必要となる。

また、特に本計画区を含む道東地域は、道内他地域に比べて地形条件が良好な

森林が多いことに加え、大規模な製材工場や合板工場を有することから、北海道

における木材生産・加工の一大拠点となっている。このことを踏まえ、森林によ

る二酸化炭素の吸収に対する期待に応えるだけでなく、北海道産材の需要に応じ

た木材の安定供給体制を構築するなど、北海道の林業・木材産業及び地域振興に

貢献する取組が求められる。

なお、これらの取組は、関連する地域の自治体や林業事業体と現地検討会等を

通じて技術の共有を図り、普及に向けて連携することが重要である。

地元の意見：

（北海道）

森林整備事業及び路網整備事業の実施により、森林の有する多面的機能の維持

増進が図られたと認識している。今後とも道や関係市町村等と情報の共有を図り

ながら、森林整備を推進していただきたい。

（釧路市）

釧路市内の国有林において、森林環境保全整備事業により森林整備が実施さ

れ、森林の持つ多面的な機能が発揮されたと評価できる。また、本事業の計画的

な実施は、市内の雇用の創出につながっている。

このことから、今後も継続的に森林整備が実施され、民有林の模範となるよう

な森林経営を期待する。

（釧路町）

国有林において森林整備が適切に実施され、森林の持つ多面的機能が発揮され

ました。また、人工林が本格的な利用期を迎え、施業の集約化や効率的な作業シ

ステムの導入による森林整備の低コスト化を図る取組を進めており、現地検討会

の開催や先駆的な技術の実証等により民有林への技術の普及や林業経営者の育

成に寄与されたことを高く評価します。



なお、今計画期間は釧路町において、森林環境保全整備事業は実施されており

ませんが、今後とも適切な国有林の整備を要望いたします。

（厚岸
あっけし

町）

町内の森林のうち、国有林が 38％を占める厚岸町において、森林整備が着実に

実施され、森林の持つ多面的機能が発揮されたと評価できる。

森林の持つ多面的機能の発揮は、下流域の水質保全に寄与し基幹産業である漁

業や農業の振興にとって極めて重要であるため、今後も森林環境保全整備事業の

継続と適切な国有林の整備を要望する。

（浜中
はまなか

町）

浜中町において森林整備と路網整備の実施により、水源涵養機能など森林の持

つ多面的機能の発揮が促進されたことを評価する。

今後も、森林の持つ多面的機能が持続的に発揮されるよう適切な森林整備と基

盤となる路網整備が実施されるよう、森林環境保全整備事業の継続を要望する。

（標茶
しべちゃ

町）

町内の森林のうち、国有林が約 40％を占める標茶町において、森林環境保全整

備事業が行われたことは、森林の有する多面的機能の発揮が促進され、土砂流入

の抑制などに寄与し、基幹産業の振興に資する森林施業が実施されたと評価す

る。また、本事業の着実な推進は、計画的な事業の発注を通じて雇用の場を提供

しており、本事業の継続を期待する。

（弟
て

子
し

屈
かが

町）

町内の森林のうち、国有林が 81％を占める弟子屈町において、森林整備が着

実に実施されたことは十分に評価できる。また、森林の有する水源涵養や土砂流

出防備機能の発揮は、基幹産業である農業の振興に資する観点から重要であるた

め、森林環境保全整備事業の継続と適切な国有林の整備を要望する。

（鶴
つる

居
い

村）

村内の森林のうち、国有林が約 38％を占める鶴居村において、森林整備が着

実に実施されたことは十分に評価できる。また、本村の国有林は釧路湿原の源流

部にあたり、豊かな水源涵養や生物多様性の保全に貢献していることから、自然

環境に配慮した森林環境保全事業の継続を要望する。

（白糠
しらぬか

町）

国有林において下刈りや保育間伐などの森林整備が実施されたことにより、森

林の持つ公益的機能が発揮されたと評価する。今後においても、森林の有する公

益的機能のさらなる向上のため、適切な森林整備及び路網整備が実施されること

を要望する。

森林管理局事業評価

技術検討会の意見

本事業の実施により、水源涵養機能をはじめとする森林の有する公益的機能の

維持増進が図られており、事業の効果が発揮されていると認められる。



※平成 28 年度の評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。

評価結果 ・必要性： 本事業は、水源涵養や気象害防備といった森林の有する公益的機能

の発揮に重要な役割を果たしており、河川等への土砂流出抑制によっ

て良好な漁場環境を保全するなど、地域の産業振興に貢献している。

また、釧路湿原の源流部にあたる国有林の適切な森林整備によって、

貴重な生物の生息域を保全する観点からも、その必要性が認められ

る。

・効率性： 事業採択時と比較すると、事業量の変動などによりＢ／Ｃは低減し

たが、現況に即した路網配置や路網と高性能林業機械を適切に組み合

わせた作業システムの定着が図られるなど、事業の効率性が認められ

る。

・有効性： 本事業により、森林の有する公益的機能が一層発揮され、引き続き

その効果が発現されると見込まれる。

また、基幹産業の振興や二酸化炭素の固定による地球温暖化防止に

寄与しているとともに、計画的な事業発注を通じて地域の雇用創出に

貢献していることからも、事業の有効性が認められる。



整理番号４

完 了 後 の 評 価 個 表 

事業名 森林環境保全整備事業（国有林） 事業実施期間 平成 29 年度～令和３年度（５年間）

事業実施地区名
（都道府県名）

（くしろねむろ） 
釧路根室森林計画区 

（北海道） 
事業実施主体

北海道森林管理局 

根
こん

釧
せん

東
とう

部
ぶ

森林管理署

完了後経過年数 ４年 管理主体 根釧東部森林管理署 

事業の概要・目的 本事業は、北海道の東端部に位置し、根
ね

室
むろ

振興局管内の１市４町に所在する約

10 万６千 ha の国有林野を対象としている。 

本計画区のうち当署管内は、羅
ら

臼
うす

岳を主峰とする知
しれ

床
とこ

連山が連なる優れた景観

や、日本最大の砂嘴であり、ラムサール条約登録湿地である野
の

付
つけ

半島を有し、知

床国立公園や野付風連
ふうれん

道立自然公園などに指定されている。他方、内陸の南部で

は根釧台地と呼ばれる広大な波状台地が広がり、恵まれた草地基盤を生かした日

本有数の酪農地帯が形成されている。 

森林の現況は、トドマツ（43％）、アカエゾマツ（38%）を主な樹種とした人

工林面積が約２万５千 ha、天然林面積が約６万６千 ha であり、森林蓄積は全道

平均 140 ㎥/ha に対して 128 ㎥/ha となっている。国有林の総面積の約 97%が水

源涵
かん

養や土砂流出防備を主な目的とした保安林に指定されており、地域の資源保

全や基幹産業の振興等に重要な役割を果たしているほか、広大な格子状防風林は

気象害防備機能に加え、野生生物の移動経路として生態系の保全に寄与し、北海

道遺産にも指定されている。また世界自然遺産に登録されている知床半島の一部

においては、緑の回廊として生態系と生物多様性を維持し、知床森林生態系保護

地域では原生的な森林生態系の適切な保護や普及啓発に取り組んでいる。 

本事業の対象となる国有林は、人工林の齢級構成を見ると、約 81％が７～12

齢級で、主伐期とされる 10 齢級以上の割合は約 38％を占めており、森林資源の

本格的な利用期を迎えている。このような中で、針広混交林や複層林へ計画的に

誘導しつつ木材を安定的に供給するほか、間伐の適切な実施や主伐後の確実な更

新を図るなど、森林整備の必要性が一層増している。 

このため、本事業は、森林の有する公益的機能の持続的な発揮を通じて地域の

期待に応えるとともに、国産材の安定供給体制の構築や生物多様性の保全等の促

進及び二酸化炭素の固定による地球温暖化防止にも寄与するため、森林整備を積

極的に行いつつ、森林整備の効率的な実施に必要な路網整備を実施したものであ

る。 



・主な事業内容 森林整備 更新面積   361 ha 

保育面積  5,551 ha 

路網整備 開設延長    8.9 km 

改良延長      0 km 

・総事業費          2,204,859 千円（税抜き  2,017,612 千円） 

（平成 28 年度の評価時点  1,849,020 千円（税抜き  1,680,927 千円））

①  費用便益分析の

算定基礎となった

要因の変化 

令和８年度時点における費用便益分析の結果は以下のとおりである。 

なお、事前評価で算出した総便益及び総費用と完了後の評価で算出した総便益

及び総費用との差異については、事業量の変動や、費用便益分析に使用する単価

の変更等によるものである。 

 総便益（Ｂ）17,051,014 千円（平成 28 年度の評価時点：19,060,779 千円※）

 総費用（Ｃ） 4,231,494 千円（平成 28 年度の評価時点： 2,468,508 千円※）

 分析結果（Ｂ／Ｃ）  4.03（平成 28 年度の評価時点：7.72） 

②  事業効果の発現

状況 

・更新、保育によって適正に森林が整備され、水源涵養や山地保全、二酸化炭素

の固定等、森林の有する公益的機能の維持増進が図られた。 

・林道等の路網整備によって車両の通行可能範囲が広くなり、森林整備事業地ま

での所要時間や木材の搬出距離が短縮されることで木材生産の経費縮減が図ら

れた。 

・計画的な事業の発注を通じて雇用の場を提供することにより、地域の社会経済

に貢献した。 

③  事業により整備

された施設の管理

状況 

・整備された森林は、継続して適切に管理しており、良好な状態である。 

・整備された林道は、適切に維持・管理しており、良好な状態である。 

④  事業実施による

環境の変化 

・水源涵養機能をはじめとする公益的機能が十分に発揮できる森林が形成され、

河川等への土砂流出抑制によって良好な水環境が維持されている。 

・周囲の森林と調和した施業は自然景観を保持し、保健機能等を充実させてい

る。 

⑤  社会経済情勢の

変化 

北海道では人工林が利用期を迎え、伐採などの素材生産事業の事業量は増加し

ているが、令和５年度の林業従事者（個人事業主・一人親方を含む。）は 4,180

人で、平成 29 年度は 4,253 人、令和元年度は 4,269 人、令和３年度は 4,208 人

とおおむね横ばいで推移している。 

令和５年度における林業従事者のうち、67％を占める 2,820 人が通年雇用者で

あり、平成 29 年度時の 2,364 人と比べると増加している。また、林業従事者全

体の平均年齢は、平成 29 年度から令和５年度の間およそ 50 歳でおおむね横ばい

で推移しているが、60 歳以上の割合は全体の 30％を超え、後継者の確保が必要

となっている。特に本地域では、60 歳以上の割合が 40％を超えており、作業の

機械化による安全性や労働条件の向上が若年層の就業定着の課題となっている。



また、北海道内では、木質バイオマスの需要拡大や道産建材の利用拡大の取組

が展開されている中、国有林においても、森林・林業・木材産業の発展や振興に

寄与するため、自然条件や作業システム等に応じた路網整備を推進することが重

要である。さらに、本計画区は、海
じ

霧
り

等に代表される厳しい気象条件から農地環

境や住民の生活環境を守る気象害防備機能とともに、河川上流部の森林において

は、沿岸部での漁場環境の保全に資する水源涵養機能の発揮が求められている。

⑥  今後の課題等 森林資源の適正な管理・循環利用を図りながら森林の有する公益的機能を持続

的に発揮させるため、地域管理経営計画及び国有林野施業実施計画に基づき着実

に森林整備、路網整備を実施する必要がある。 

事業の実施に当たっては、今後の施業を想定した効果的な路網配置に加え、コ

ンテナ苗の活用、伐採と造林の一貫作業及び下刈りの機械化により、森林整備の

省力化及び低コスト化に資する取組を推進することが必要となる。 

また、特に本計画区を含む道東地域は、道内他地域に比べて地形条件が良好な

森林が多いことに加え、大規模な製材工場や合板工場を有することから、北海道

における木材生産・加工の一大拠点となっている。このことを踏まえ、森林によ

る二酸化炭素の吸収に対する期待に応えるだけでなく、北海道産材の需要に応じ

た木材の安定供給体制を構築するなど、北海道の林業・木材産業及び地域振興に

貢献する取組が求められる。 

なお、これらの取組は、関連する地域の自治体や林業事業体と現地検討会等を

通じて技術の共有を図り、普及に向けて連携することが重要である。 

地元の意見： 

（北海道） 

 森林整備事業及び路網整備事業の実施により、森林の有する多面的機能の維持

増進が図られたと認識している。今後とも道や関係市町村等と情報の共有を図り

ながら、森林整備を推進していただきたい。 

（根室市） 

 本市の森林約 17,008 ha のうち、国有林が 35％を占めており、国有林から木

材が供給されることにより、地域の林業・木材産業に寄与していると評価する。

 今後も景観に配慮し、地域にとって有益となる森林環境保全整備事業の継続を

要望する。 

（別海
べっかい

町） 

 町内の森林のうち国有林の占める割合が高い本町において、間伐を主体とした

森林整備が実施されたことにより、別海町内の森林の有する多面的機能の発揮が

促進され、風害、霧害の抑制などに寄与し、基幹産業である酪農業や漁業の振興

に資する森林施業が実施されたと評価する。 

また、本事業の着実な推進は、計画的な事業の発注を通じて雇用の場を提供し

ており、担い手不足などの問題に対して効果が見込まれるため、本事業の継続を



 ※平成 28 年度の評価時点における数値については、消費税を含んだ数値である。 

期待する。 

（中
なか

標
しべ

津
つ

町） 

適切な森林整備が実施され、森林の持つ多面的機能が発揮されたと評価でき

る。今後も、適期に必要な森林整備と、路網整備が実施されるよう、国有林にお

ける森林環境保全整備事業の継続実施を要望する。 

（標津町） 

町内の森林のうち国有林が占める割合が高い本町において、森林整備事業が着

実に実施されたことにより、水源涵養機能など森林の持つ多面的な機能の発揮を

期待している。今後も、森林の持つ多面的機能が持続できるよう国有林事業の継

続を要望する。 

（羅臼町） 

羅臼町は、町内の森林のうち約 90％が国有林となっている。その大部分が原生

林または天然林となっており、知床森林生態系保護地域として保存されている。

また、一部地域を除き急峻な地形が連続しているため、土砂崩れや雪崩といった

災害が発生しやすい環境でもある。 

このような森林施業には適していない土地柄ではあるが、可能な限り森林の有

する多面的機能の発揮が促進されるための森林整備を実施していただいたもの

と評価する。今後も知床地域特有の自然環境に配慮した森林施業を要望するとと

もに、羅臼町の基幹産業である漁業の振興に資する水源涵養や土砂流出防止に係

る整備事業の実施を希望する。 

森林管理局事業評価 

技術検討会の意見

本事業の実施により、水源涵養機能をはじめとする森林の有する公益的機能の

維持増進が図られており、事業の効果が発揮されていると認められる。 

評価結果 ・必要性： 本事業は、水源涵養や気象害防備等の、森林の有する公益的機能の

発揮に重要な役割を果たしており、河川等への土砂流出抑制によって

良好な漁場環境を保全するなど、地域の産業振興に貢献している。ま

た、本事業の対象地には、貴重な野生動植物が多く生息している知床

自然遺産が近接しており、適切な森林整備により、原生的な天然林や

森林生態系の保全に寄与する観点からも、その必要性が認められる。

・効率性： 事業採択時と比較すると、事業量の変動などによりＢ／Ｃは低減し

たが、現況に即した路網配置や路網と高性能林業機械を適切に組み合

わせた作業システムの定着が図られるなど、事業の効率性が認められ

る。 

・有効性： 本事業により、森林の有する公益的機能が一層発揮され、引き続き

その効果が発現されると見込まれる。 

また、基幹産業の振興や二酸化炭素の固定による地球温暖化防止に

寄与しているとともに、計画的な事業発注を通じて地域の雇用創出に

貢献していることからも、事業の有効性が認められる。 


